＜国民本位の税制と消費税＞
　講師：清家裕氏（税経新人会全国協議会理事長・税理士）
４月26日の日経新聞・大阪版の朝刊に、関西経済同友会が4月25日に「税制改革提言」を発表したという報道記事が載っています。
関西経済同友会の経済政策委員会、委員長はサントリーホールディングス（株）の顧問の筑紫さんという方です。４月25日に「抜本的な税制制改革への提言」を発表しました。その内容は、法人税負担軽減の手法として、地方税の法人住民税と法人事業税の廃止をあげています。法人住民税は早ければ2013年度、法人事業税は16年度ごろに撤廃し、「政府の2011年度税制改正大綱」に盛り込まれた法人実効税率の5％減税とあわせ、日本企業の実効税率をアジア諸国並みの25.5%に引き下げるべきだという内容です。
一方、社会保障の安定財源を確保するという目的で、消費税の税率を13年度に現在の5％から10％に引き上げることを主張しています。
加えて、震災の復興財源確保のため、時限立法で「災害復興支援税(仮称)」を創設し、消費税率に上乗せして徴収するような案も検討すべきだとの意見も提言に盛りこんでいます。
政府・財界がどういう復興財源を確保するのか、あるいは、今後の社会保障を法律にした財源を税でどのように求めていくのかということは、日本経団連も今の関西同友会と同じような内容を主張し、経済同友会も同じような内容を主張しています。
大震災が起こり、原発問題が起こり、今、日本は国難といわれる事態になっているわけですが、それでもこれまでの規定方針どおり、法人税率の引き下げ、消費税を引き上げるという考え方は変わっていないということです。
１、国民本位の税制は応能負担の税制
　「国民本位の税制って何やねん」、「公平とは何やねん」というところから国民本位の税制はどうあるべきか、ということを考えてみます。
例えば収入や所得が年間１億円の方と、300万円の方とを比較します。所得税の税率は同じように10％で良いのでしょうか。1億円であれば1,000万円、300万ならば30万円です。こういう税の負担でほんとに公平かどうかという問題です。１億円の方が１万円のものを買ったら消費税５％で500円の消費税を負担します。300万円の方も１万円のものを買えば500円の消費税の負担をする、これが、ほんまに公平な税制なのか、というところを考えるというのがひとつのテーマです。その考え方からいうと、消費税という税金はおかしいという話です。
　日本国憲法をベースに考える
この問題を考える時に、ベースは日本国憲法じゃないかと思います。
日本国憲法第30条に「納税の義務」があります。「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う」と定めがあります。そして、法律で私たちはどういう税金を払っていくのかということが定められているわけです。その際、どういう税法を作り、税の負担をどうやって国民に求めていくのかという考え方として、第13条があります。「すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする」。第14条は、法の下の平等です。「すべて国民は法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない」。第25条は、最低生活の保障、国の社会保障義務です。「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」。第２項「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」。第29条は、財産権の保障、財産権の内容と正当保障についてです。「財産権は、これを侵してはならない」。第２項「財産権の内容は、公共の福祉に適合するように、法律でこれを定める」。第３項「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用いることが出来る」。このように憲法は定めております。
この理念に基づいて、税の法律を作って、私たちは納税の義務を負っているということになっているわけです。憲法の規定から、税のあり方は応能負担の原則に基づく税制ですよと、導きを出されるわけです。応能負担の原則の税制というのが、国民本位の税制です。従って、国民本位の税制、公平な税制とは何かといいますと、この憲法の理念に基づく応能負担原則の税制でなければなりません。
応能負担原則の税制の基本的考え方について
①生活費非課税
　生活費に税金をかけたらいかん、特に最低生活費に税金かけたらいかん、当然のことです。最低生活費は、今の日本の場合、いくらなのかという問題を私たちは良く考えていかなければなりません。最低生活費、生活費に税金をかけないような税制で、税金を集めることが基本です。
　②負担能力に応じた課税（所得、消費、資産）
応能負担の税制の考え方を一言でいえば、収入や所得の多い人ほど税の負担が多くなるような仕組みの税制、収入や所得が少なければ、少ない税の負担になるような税制です。
負担能力に応じた、所得に対する課税、税の負担が必要です。消費税も、そういう仕組みでの課税、税の負担であるべきです。
いわゆる相続財産、贈与財産、土地や建物というような所有している資産に対する課税も、そのような考え方での課税でなければいけません。「所得、消費、資産にバランスよく課税をする」とよく政府がいいますが、所得、消費、資産に対する課税も、応能負担の税制の考え方で課税をするということが大事です。
　③直接税中心
法人税や所得税、相続税というのは、納税義務者イコール税を負担する人です。こういう税を直接税と呼んでいるわけです。消費税という税金は、消費税を納税する人と、負担する人が違います。これを間接税と呼んでいます。直接税を中心にした税制で税金を集める、そして間接税は補完的な集め方として税制をつくる、これが３つ目の考え方です。
　④総合課税
法人税というのは、Ａという法人の１年間の儲けを全てひとつのところに入れ込んで、そこで出た利益に対して税金をかけます。
所得税では総合課税と分離課税のふたつに分かれています。本来あるべきなのは総合課税です。全ての所得は総合課税で、累進税率で課税を行う、これが応能負担の税制にかなうあり方です。けれども、今、分離課税を非常に増やしてきています。特に低率の課税をするために分離課税にしているのです。総合課税よりも高率の税率で課税をする分離課税であれば、応能負担にかなう税制といえますが、逆に、総合課税よりも軽い税率で分離にして課税をしているというところに非常に問題があると思います。課税は総合課税で行うべきです。
　⑤勤労所得軽課・不労所得重課
働いて得た所得は、税の負担を軽くする。何と比べてか、いわゆる不労所得と比べてです。働かなくても、家で寝ていても、ゴルフしていても入ってくる所得。こういったものは重い税をかけても負担能力は十分あるんじゃないか、ということで勤労所得には軽く、不労所得には重く課税をすることです。
　⑥超過累進税率
所得が大きくなればなるほど税の負担能力は高まります。税率も超過的、累進的に上げていくということで、単に左から右に上がっていくというではなしに、急カーブで上がるような超過累進の税率、これが、応能負担の税制といわれています。
　こういう６つの考え方に基づいて、税制を作っていけば、日本全体の景気も良くなるし、全ての国民の最低限度の生活保障をするための税の負担と、集まった税金を社会保障などに使って底上げをした中で、国民が平和に安全に、安心して暮らしていくことができます。そのことを日本国憲法が求めているというのが先ほどご紹介したとおりです。
⑦所得再分配機能
こういう形の税制をつくっていけば、所得の再分配機能が生まれて来ます。資本主義社会ですから、資本がたくさんある人は、その資本を使って多くの儲けを上げます。資本の少ない人は、中々儲けが出ないという格差社会になるのは、必然の経済体制です。国・政府が、税を応能負担の税制で集めることによって、たくさんの儲けの中から多くの税の負担をしてもらって、少ない方々にその税を社会保障などでまわしていく、という形で所得再分配機能が十分果たせていくといわれてきました。
民主党が政権について、「税制改正大綱」を２回出しています。その中には、所得再分配機能が自公政権の手によって失われています、という認識は共有されています。応能負担の税制を破壊してきた20数年間でしたから。しかし、認識を共有しているのなら、それをひとつひとつ元に戻していけば、所得再分配機能がまた復活してくるということで、民主党政権が言っていることがそのまま実現するはずなのでけども、言っていることと、やっていることが違うのです。民主党政権の最大の特徴が口で言うてることと、やっていることが違う。ここが一番ウィークポイントであって、我々はここをしっかりと追及していくことが必要です。
「所得再分配機能が失われた」と言うなら、消費税は段階的に廃止する。法人税率は租税特別措置法でかなり負担が軽くなっていますので、負担能力がどんどん高まっている企業にもっと負担をしてもらうということで法人税率の引き上げをする、租税特別措置法の廃止をする。これが口で言ってることを実現するための税制のあり方です。
⑧景気調整機能
所得分配機能が回復してきますと、景気調整が行われます。中小業者のところにもお金が潤っていく。庶民の懐がいままでの悪政で減らしに減らされているところに、逆に少しずつ増えてくれば、消費にお金が向かいます。１億2700万人口のほとんどが庶民です。富める方々は国民の５％ぐらいでしょうか。圧倒的には庶民ですから、圧倒的な国民がお金を消費で使うようになれば、中小企業は潤っていくし、日本経済全体の底上げができる。そして、税金も自然増収で増えてきます。こういう形を「口で言うんだったらやれ」と言っているんですけども、中々やらないのが、これまた民主党政権であります。
⑨共存共栄・福祉社会
この応能負担税制で税を集めていけば、共存共栄社会、福祉社会というものが実現していきます。大企業にとっても、作ったものが日本国内でまた売れていくことになるわけです。応能負担税制を破壊してきたこの20数年の中で、ものを作っても売れないという状況が出てきました。これを、民主党政権は引き継ごうとしています。
輸出大企業などは、日本でものを作っても今までのようには売れないということで、どんどん海外に出て行きました。海外に市場を求めて行く、安い労働者の賃金を求めて海外に出て行きます。何も法人税率が高いから海外に出て行くなんていうことではありません。政府の企業経営者へのアンケートでも、答えの１番は「人件費が安いから」です。「市場が日本よりも広いから」です。税金などというのは、もっと下の方の要求になっているわけです。
国民本位の税制、応能負担の税制こそが、日本経済を復興させていきます。社会保障の財源を増やしていきます。また、この大震災の復興財源をつくっていきます。これ以外の方法はありません。
２、応能負担の税制に反する消費税
この応能負担の税制というものさしでみたときの消費税は、いったいどういう税金なのかいうことです。
①憲法違反の生活費課税
消費税という税金は、生活費課税そのものです。生活のために収入や所得のない人でも、ものを買えば消費税が５％かかります。今日生まれた赤ちゃんも、消費税を払わないと産着が着られないんです。お年寄りも、年金暮らしでやっと生活をしておられる方々も、消費税を負担しなければなりません。
東日本大震災の被災者の方々も、家を再建するために2,000万円ほどの建築費がかかれば、５％で100万円の消費税を払わないと再建できません。被害に遭った工場の機械もそうです。全てのものに消費税は課税されます。被災した、災害があった、復旧・復興にお金がいる。でも、消費税は容赦なくかかるという税金です。所得税、法人税は被災者の所得税を減税する措置があります。相続税にも減免措置があります。しかし消費税には一切ありません。減免措置の全くない、鬼より怖いのが消費税です。生活課税そのもので、憲法違反だということです。
２つ目に、税負担の逆進性という問題があります。３つ目に、転嫁が弱肉強食という問題があります。４つ目に滞納を惹起(じゃっき)します。昔、「嵐を呼ぶ男」という映画がありましたが、「滞納をよぶ税金」が消費税です。５つ目に、輸出補助金としての輸出戻し税という仕組みがあります。
こういう国民にとって良いところがひとつもない消費税、一方、財界にとっては、もうむちゃくちゃ美味しい、毎日食べても良いのが消費税です。こういう消費税が、23年目に入りました。貧困と格差を助長してきているんですね。
商売をされている方が課税事業者になれば、消費税を税務署に納税します。その時の事業者にとっての課税の仕組みを４つにまとめました。
まず課税取引、消費税のかかる取引です。ほとんどが課税取引なのですけども。パン屋を例に、仕組みを簡単に話します。
１年間にパン屋が2,000万円パンを売れば、消費税のない時代は2,000万円が収入として入ってきました。小麦粉やいろいろな仕入れが1,400万円とします。600万円が人件費と自分の所得です。消費税ができてから、2,000万円の売上に５％で100万円の消費税がここで発生します。消費税のかかる仕入れ1,400万円の５％で70万円、差し引き30万円です。このパン屋さんは個人事業であれば、３月31日に税務署に納税します。これが課税取引をやっている事業者の方の消費税の納税の仕組みです。
消費者はパン屋さんのお客さんです。パン屋さんは105円でパンを売られます。今は内税方式で、消費税が５円で本体が100円というようなことを記してはいません。この５円は、パン屋さんの力が強くて、105円でアンパン売ってもどんどんお客さんが来るパン屋であれば５円の消費税を上乗せしてパンを売ります。しかし、うちの娘がやっているような小さいパン屋は、この５円が乗せられない。「５円乗せたら他所のパン屋に行きます」と言われたら、「ああ良いですわ。じゃ100円で買って下さい」ということになります。もし、５％の消費税を１円も貰えなかったら、結局、自分の儲けの中から消費税を30万円近く払わにゃいけないという、これがまず消費税の大問題です。
佐々木憲昭衆院議員が、政府のデータから作成した、力の弱い業者ほど消費税を転嫁できないという表があります。年間売上1,000万円以下の、力の弱い事業者は、３割弱しかお客さんから消費税をもらえません。売上が上がれば上がるほど、お客さんからもらえるという事業者が増えてきます。２億円を超えてきますと、もう８割以上が消費税を５％きちんともらえます。トヨタ自動車などは、10数兆円の年間売上があります。トヨタがお客さんから「消費税負けて」と言われて負けたという話は、私は聞いたことがありません。力が強いか弱いかで、消費税がお客さんからもらえるかもらえないか決まるというのが消費税です。
②税負担の逆進性
消費者にとっては逆進性という問題があります。年収200万円以下の世帯の消費税の負担割合は5.1%です。5％を超えています。200万円以下では生活が出来ず、貯金を崩して生活する人も消費税がかかります。借金して生活する人も消費税がかかります。
一方、年収2,000万円以上の世帯は1.4％しか消費税を負担していません。1.4％というのは5％に対して28%です。2,000万円の28%は560万円です。560万円の消費には消費税はかかっています。納める消費税の額でいいますと30万円ぐらいです。200万円以下の方々は10万円くらいの消費税を年間負担していることになるわけですが、この2,000万円を超えるような世帯の人たちは、残ったお金の1,400万円は、例えば財テクなどをして財産を増やしても消費税はびた一文かからないという消費税法の仕組みがあるわけです。国債を買っても金利に消費税は非課税、土地も非課税、株の配当、株の譲渡、アメリカの国債、高額の利子のつく預貯金、こういったものは全部非課税という形に仕組んであるのです。これを逆進性と呼んでいます。
「消費税は逆進性になる税金です」と、自公政権も言っていました。民主党政権になって、はっきりと大綱等にうたってきています。この逆進性、これが消費税のふたつ目の大問題です。
③転嫁が弱肉強食
事業者にとっては弱肉強食です。消費税をもらえなければ、身銭を切って払わにゃいかん。大企業は、下請け業者には消費税を支払わず、消費税をその分引いて納めます。下請けの方々が本来もらうべき消費税をもらえずに自己負担したものを、力の強い事業者は自分の懐に貯めてしまうという問題もあります。
④滞納を呼ぶ税金
そして、滞納がすごいんです。滞納をよぶ税金ということで、政府のデータですけども、国の税金、法人税、所得税、消費税、相続税など全ての税金で滞納が発生しています。2010年は、合計7,478億円が滞納になっています。そのうちの50%が消費税、額でいうと3,700億円です。消費税納税義務者の２割が、滞納しています。滞納する人が悪いのではなく、滞納を生む消費税、そのものに欠陥があるということです。
⑤補助金としての輸出戻し税
「消費税還付金上位10社」という、トヨタからはじまって新日鉄までの企業に、消費税が、輸出戻し税制度で１年間にどれだけ還付されているかという表があります。この表を作ったのは、湖東京至税理士・元静岡大学教授です。
消費税は輸出をする時にはゼロパーセントという税率になります。４つある取引の２つ目、免税取引です。この取引の仕組みは、2,000万円の輸出売上に対してはゼロパーセントの税率、消費税は０円です。国内で輸出するためのものを作って、1,400万円消費税のかかる仕入れをすると、70万円の消費税になります。差し引きマイナス70万円、これを、税務署が輸出業者に還付します。
トヨタはこの年度、2,100億円です。税務署がトヨタ自動車の金庫に返しています。これが輸出戻し税で、2006年で３兆円ぐらい消費税が返されています。力の強い事業者にとって、消費税は払う税金ではなく返してもらう税金、力の弱い事業者は、ない中から身銭を切って払わなければならない、払えないから許してといっても、「許さん」と税務署は取り立てに来る。事業者にとっての過酷な消費税です。
こういう消費税を22年やってきました。それでも、消費税を社会保障の財源にどんどん回してくれていたらまだ救われたんですが、社会保障には回さず、法人税の減税のための財源に使ったり、高額所得税の減税財源に使ったり、相続税、贈与税の大資産家のための減税財源に使って、社会保障には使ってこなかったというのが事実です。
負担は重くて、社会保障には使ってはくれず、他所へいってしまっている。こういう形が20数年続いてきた結果、貧困と格差が助長されています。所得再分配どころか、庶民の景気はどんどん悪くなる、景気は一向に良くならないというところの、消費税が一つの大きな原因になっているのではないでしょうか。
３、復興も社会保障も応能負担の税制で財源調達
復興財源、社会保障の財源をどうするのかということです。政府・財界は消費税を増税して復興財源、社会保障財源に充てるという、「税と社会保障制度の一体改革」ということを出してくるのは間違いのない状況になってきています。
震災が起きても、民主党政権の税制改革の考え方は、一切変わっていません。民主党政権がやろうとしている税制改革を、２回の大綱を読んで、まとめたものが、民主党政権が目指す税制改革のイメージ図です。
社会保障の財源を口実にしながら、消費税など庶民大増税で社会保障の財源をまかなう。そして、法人税の大減税をする、今、実効税率は40%、先ほどの関西同友会は25%まで下げていくことを求めていますし、やろうとしています。そして、消費税はいま５％ですけれども10％に、15％、20％に、25％に、というのが狙いです。菅さんが「このままいったら日本はギリシャになる」と言っていたけれども、ギリシャは、10数年前に法人税率をどんどん引き下げて、同時に消費税率をどんどん引き上げました。その結果、ギリシャは財政破綻したのです。「ギリシャにするんか」っていう菅さんこそが、ギリシャにする政治をやっているし、やろうとしているということを言いたいです。
庶民大増税でいいますと、配偶者特別控除の廃止を考えています。それから、老年者控除の廃止を考えています。公的年金控除も、縮小されます。これで大体300万人が新たに納税者となります。消費税の免税点3,000万円から1,000万円への引下げで、150万人ぐらいの新たな納税者が出ました。納税者が激増します。扶養控除はどんどん縮小されようとしています。年少扶養控除も対象です。今国会で審議中の税制改正法案の中に、扶養控除原則廃止、配偶者控除廃止は検討事項に上がっています。
生活費課税は消費税だけではありません。所得税、住民税も生活課税です。基礎控除は38万円ですが、35万円から引き上げたのは1995年ですから、もう１６年前です。
この人的控除の38万円と比較する具体例は、生活保護制度です。東京で単身者170万円。扶養者１人76万円です。基礎控除はまず170万円に上げることが必要です。扶養者が１人いれば76万円プラスする、このようにしないと、みなさんは所得税、住民税、生活費に課税を受けてなお納税していることになります。憲法違反に加担していることです。ですから、ひとつ言いたいのは、人的控除の引き上げを求める運動も、大きくしていただきたい。これが応能負担税制に近づいていく第１歩になるのじゃないかということです。もちろん消費税増税は反対です。
民主党政権の税制改革は、もっともっと納税者を増やすことを狙っていますが、消費税を10%にすれば滞納者は激増し、滞納額はもっと巨大になります。消費税を安定収入として考えているようですけが、安定収入どころか、非常に不安定な収入だというのが、消費税です。払えない人に払わせる、負担が出来ない人に負担をさせる、所得税、住民税もしかりです。相続税、贈与税もそういう方向に向かっています。
　この税制で税金を集めようとすれば、増税をするか、負担能力のないところから税金をたくさん取る→滞納者が激増する→取り立てを強化するしかないんです。そのために国税通則法の改悪が狙われているのです。税務当局の権限強化と納税者の義務強化、共通番号制の導入もしかねません。
税理士は、いま７万人を超えています。これをいかに使うかということです。税務署員は増やさない、税務署員は、納税者の相談を聞いている暇がない、指導している暇がない。税務署はこういう状況になってきていますから、税務署員は税金の課税と滞納の取り立てだけに集中します、指導と相談は税理士を使いますという改正案が上ってきているのです。
復興財源は、消費税を増税すれば、地震、津波、原発に次ぐ人災による大災害をもう一つ上乗せするということになるということを最後に話して終わります。どうもありがとうございました。
